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中部地震津波対策技術センターの取組み 

高橋洋一・菊池秀之 
 

1．はじめに 1 

阪神・淡路大震災の発生から20年、東日本大

震災の発生から4年が経過し、現在も東日本大震

災の復興が進められるとともに、地震・津波に関

する法体系の整備、様々な検討や取組みが進めら

れてきた。 
ものづくり産業が集積する中部地方において、

今後 30 年以内に発生する確率が約 60～70％と

予測されている南海トラフ巨大地震が発生した場

合、甚大かつ広域的な被害が生じ、我が国の国民

生活や経済活動に極めて深刻な影響を与えること

が危惧されている。 
 このような状況に鑑み、中部地方整備局をはじ

めとした中部ブロック地方支分部局等として総力

を挙げて取り組むべき対策をとりまとめた「南海

トラフ巨大地震中部ブロック地域対策計画」 

（図-1）を平成 26 年 4 月 1 日に策定、公表した

ところである。 

 
図-1 南海トラフ巨大地震中部ブロック地域対策計画概要 

──────────────────────── 
Efforts of Chubu Earthquake and Tsunami Research 
Center 

 ここでは、地震・津波対策を取り巻く状況を踏

まえて国土交通省中部地方整備局に設置された

「中部地震津波対策技術センター」が進める様々

な取組みについて紹介する。 

2．中部地震津波対策技術センターの設置 

 平成25年7月1日に、中部地方整備局の訓令に

基づき「中部地震津波対策技術センター」（図 -2）
が設置された。 
「中部地震津波対策技術センター」は、地震・

津波に係る建設技術の研究及び開発を進めるため、

「現場対応への技術検討」、「広域的な地震・津波

対策の推進」、「地方公共団体への支援」を目的に

設置され、全国を総括して「中部地震津波対策技

術センター」が主体となって地震・津波対策に係

る技術開発や各種検討等を進め、具体的な成果を

広く全国的に発信、普及していくこととなった。 

 
図-2 中部地震津波対策技術センターの組織構成  

3．具体的な取組み内容 

3.1 新たな技術開発の推進、普及 
 新技術の開発や災害対策車両の改良・開発等を

行うもので、東日本大震災での教訓等を踏まえて、

排水ポンプ車の高度化に関する技術開発を進めて

いる。 
（1） 排水ポンプ車の機動性向上、状態監視 

システムの開発 
機動性の向上に向けた排水ポンプ車の小型化、

災害対策支援要員の安全性の確保、業務の簡素
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化・合理化に向けたシステムの検討、開発を進め

ている。 
排水ポンプ車を小型化することによって、大型

の運転免許が不要となり運転手の確保が容易にな

ること、狭隘な災害現場での機動性の向上が図ら

れるなどの効果が期待されている。 
また、排水作業にあたっては、従来では排水ポ

ンプ車に張り付いて操作、管理していたものを高

台等の安全な場所から遠隔監視できるよう改善す

ることにより災害対策支援要員の安全性の確保を

図るとともに、排水ポンプ車の位置情報や排水状

況等を災害対策本部等へ自動配信することによっ

て災害対策支援要員の業務の簡素化・合理化を図

るシステム（図-3）を構築していく予定である。 
 平成 27 年度は、試作機を用いた実証実験で車

載装置の耐久性等の課題を検証し、製作に向けた

仕様書や運用マニュアル等を整備したうえで、平

成 28 年度よりシステムを全国展開、普及してい

くことを目指している。 

 
図-3 排水ポンプ車の高度化イメージ  

（2） 移動式アドホック型簡易水位計を用いた

排水システムの開発 
 アクセスポイントを介さずに機器同士が直接通

信できるアドホック型簡易水位計 (図-3)を用いて

津波等の浸水深を測定し、あらかじめ入力した地

形データから排水量や排水作業に要する時間を自

動計算処理し、その情報を TEC-FORCE（緊急

災害対策派遣隊）等の災害対策支援要員や災害対

策本部等で共有することにより排水ポンプ車の迅

速かつ適切な配置計画に資することが可能となる。

このシステム開発により、災害現場でも扱いやす

いアドホック型簡易水位計を配置するだけで自律

的なネットワークが形成され、観測局（アドホッ

ク型簡易水位計）の追加によって通信エリアも拡

大されることから、南海トラフ巨大地震等により

津波で広域的な浸水が生じた場合等において大き

な効果を発揮することが期待されている（図 -4）。 
 平成 27 年度は、通信能力の向上のための課題

等を検証し、実用化に向けた実証実験を経て、平

成 28 年度よりシステムを全国展開、普及してい

くことを目指している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-4 排水状況の確認イメージ  

 
3.2 関係機関と連携した戦略的な取組み 
 学識経験者、国の地方支分部局、地方公共団体、

経済団体、ライフライン関係団体、報道関係機関

等から構成される「南海トラフ地震対策中部圏戦

略会議」を平成 23 年 10 月に設立し、関係機関

一体となって南海トラフ地震に備えた様々な戦略

的な取組みを進めている。南海トラフ巨大地震等

に対して総合的かつ広域的視点から一体となって

重点的、戦略的に取り組むべき事項（図 -5)を
「中部圏地震防災基本戦略【第一次改訂】」とし

て平成 26 年 5 月にとりまとめて公表した。 
3.3 広域連携防災訓練の実施 
 南海トラフ巨大地震等を想定した実働訓練を通

じて、関係機関と有機的に連携、協力し、防災体

制の検証、強化を図り、来るべき大規模災害に備

えることとしている。 
 平成 26 年度に、はじめて UAV（無人航空機）を

活用した被災状況調査を訓練メニューに組み込み、

撮影写真を無線 LAN により災害対策本部へデータ

送信するなどして有用性を検証することができた。 
また、より効率的に活用（図-6）できるよう安

全航行対策にも留意した UAV に関する運用マ

ニュアルを整備し、全国展開を図っていく。 

排水ブロック別 

水位観測値及び 

湛水量（レベル湛水） 

地図表示 

（背景は地理院地図） 
空中写真、地形図など 

切替え可能 

排水ブロック内の 

水位入力（手動） 

＊アドホック水位計と

連携し自動入力も可能 

グラフ表示 
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図-5 関係機関が一体となって取り組む連携課題  

 

図-6 UAV（無人航空機）の活用イメージ  

 

3.4 災害対策車両の操作訓練の拡充 
 中部地方整備局職員に加えて地方公共団体職員、

国及び地方公共団体の災害協定業者等を対象に、

排水ポンプ車や照明車、遠隔操作無人化施工バッ

クホウ等の操作訓練を毎年継続的に実施して操作

方法を習得させ、災害時の迅速な対応を目指して

いる（図-7）。 
3.5 人材育成、防災教育の推進 
 大規模、広域的な災害時には「自助」、「共助」、  

「公助」が連携して災害に対処することが非常に

重要であることから、「地域の防災力向上」に向

けた担当者会議を定期的に開催し、地域の防災

リーダーの育成、地方公共団体等が実施する防災

教育や過去の災害教訓の伝承等について情報共有

するとともに、その取組みを支援している （図

-8）。  

図-7 災害対策車の操作訓練  
 

 
図-8 人材育成・防災担当者会議の開催状況  

 

3.6 防災関係の各種計画の策定・公表 
 前述の「南海トラフ巨大地震中部ブロック地域

対策計画」を策定・公表したほか、我が国最大の

ゼロメートル地帯が広がる濃尾平野において、南

海トラフ巨大地震・津波による被害を想定し、具

体的な堤防仮締め切り、排水作業の手順・方法を

とりまとめた「濃尾平野の排水計画［第 1 版］」

を平成 25 年 8 月に策定・公表した。 
 さらには、東日本大震災での教訓を踏まえ、発

災後 3 日以内に人命救助のため救援・救護ルー

トを確保し、7 日以内に生活支援のため緊急物資

輸送ルートを確保するなど道路啓開のオペレー

ション計画である「中部版くしの歯作戦」を平成

26 年 5 月に改訂したところである。 
 この両計画 (図 -9)については、今後も随時見直

しを図りフォローアップしていく予定である。 
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4．まとめ 

 以上、「中部地震津波対策技術セン

ター」が主体となって進める主な取組

み内容について紹介した。  
 発生が危惧されている南海トラフ巨

大地震は、これまでに発生した地震災

害とは次元の異なる甚大かつ広域的な

規模となる恐れがあることから、あら

ゆる減災対策を事前に準備しておくこ

とが大切である。 
「南海トラフ巨大地震中部ブロック地

域対策計画」に基づいて、総力を挙げ

て取り組むべき対策を着実に推進して

いくためにも、「中部地震津波対策技

術センター」が果たす役割は大きく、

その時々の社会的ニーズを踏まえなが

ら地震・津波対策に関する様々な検討

や技術開発を強力に推進し、得られた

知見や新技術等については「中部地震

津波対策技術センター」から全国へ情

報発信、普及していくこととしている。 
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図-9 防災関係の各種計画の取組み  
 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

   


